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研究成果の概要： 

本研究は、障害当事者が自らを社会に参加させるために、ICT を主とするメディアを利用す

るさいの「知」、リテラシーの積層を明らかにし、典型例のデータを収集・整理して、その道

筋を得ることが目的である。そのためには、(1)「知の積層」の具体的な集積過程の調査・分析・

整理と、(2)超高齢社会の潮流に再配置するかたちでの理論的な考察の２つが必要であった。 
(1)については、障害者の ICT 利用の過程を、社会参加とメディア利用の観点から聞くアン

ケート調査と、宮城県仙台市におけるフィールドワークを、3 年にわたって実施し、メディア

を獲得し利用するさいの「知の積層」のありようを整理しつつ分析することで、当事者主体で

形成される「知の積層」の概略と本質を描くことができた。 
(以上の成果を受け(2)では、「超高齢化の先進国」としての日本の社会的な文脈に再配置し、

「福祉社会化」と「情報社会化」の間に横たわる課題として理論化することをめざした。高齢

化し、参加者が減少する社会の中に本研究の成果を位置づけることで、進行形で交錯する福祉

社会化と情報社会化に応答する、ひとつのきっかけとして提案した。 
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１．研究開始当初の背景 

我々は、障害者を“助ける”のではなく、
障害者から“学ぶ”時代を迎えている。本研
究は、代表者がこれまで障害者福祉のフィー

ルドワークの中で得てきた、そのような確信
の 中 で う ま れ た 。 ICT(Information 
Communication Technology)などの新しい
メディアは、社会的マイノリティ、特にこれ
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まで十分に社会参加できなかった障害者に、
ベッド上での情報収集、ネットでの社会的コ
ミュニケーション、さらには在宅就労など、
自らを社会に接続させる、多くの可能性をも
たらした。代表者は、これまで障害者領域に
おけるメディア利用をフィールドワークす
るなかで、身体事情等により当初キーボード
やマウスが使えなかった障害者が、装置を自
作したり、道具を使ったりする試行錯誤や、
ICT利用を自立や就労に結びつけるノウハウ
を積み重ねた生活に触れてきた。そこには、
その人ごとの工夫が詰まった「社会参加のた
めのメディア・リテラシー」が織りなす「知
の積層」が生まれている。これまで本研究の
ような領域は、リハビリテーション工学や社
会福祉学の中で支援者のテクニックとして
触れられることはあっても、障害当事者みず
からの「知の積層」として評価されたことは
ほとんどなかった。そのような当事者性に基
づいたリテラシーとして評価できるのは、ま
さに社会学的なアプローチの仕事である。申
請者は「障害者自立支援制度」や「介護保険」
の改編によって激変する障害者福祉が、日本
社会の未来を映し出す「社会のフロンティ
ア」となっていることを実感してきた。メデ
ィアによる社会参加という課題は、すでに障
害者領域を超え、情報社会全体の問題を先鋭
的に示すものとなっている。本研究は、その
ような背景のもとに生まれた。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、障害当事者が自らを社会

参加させるための、メディアの獲得・利用に
関する知（メディア・リテラシー）を、当事
者による「知の積層」として評価し、データ
を蓄積して整理しつつ、その社会的な意味を
明らかにすることである。さらにその成果を
高齢化する日本の現状に再配置することで、
福祉社会と情報社会の交錯上に抽出される、
メディアと社会参加の関係を再考する点を
目的とした。 

その主眼は、当事者がこれまで積み重ねて
きた「知」の積層を、データベースによって
具体化することにより、今後、参加に関する
様々な問題に直面したときに、解決するすべ
を共有することにある。同時に、私達の社会
に必要な参加のための「知の積層」の全体像
を描くことで、社会参加の促進が、あらゆる
場面で喫緊の課題となっている社会学、障害
者福祉、そして ICT の可能性や問題点を示す
社会情報学の研究状況に貢献するだろう。 
 
３．研究の方法 
研究の手法としては、以下の２つをとった。 
(1)「知の積層」の具体的な集積過程の調

査・分析・整理 
障害者の ICT 利用の過程を、社会参加とメデ

ィア利用の観点から聞くアンケート調査と、
宮城県仙台市におけるフィールドワークを、
3 年にわたって実施し、メディアを獲得し利
用するさいの「知の積層」のありようを整理
しつつ分析した。 

(2)超高齢社会の潮流に再配置するかたち

での理論的な考察 
以上の成果を、「超高齢化の先進国」とし

ての日本の社会的な文脈に再配置し、「福祉

社会化」と「情報社会化」の間に横たわる課

題として理論化することをめざした。 

 
４．研究成果 

(1)のアンケート調査に関しては宮城県の

NPO、仙台市の外郭団体、東京都のサポート

センターなどにご協力いただけたことで、障

害当事者が実際に直面する状況から、どのよ

うに ICT メディアを獲得し、利用していくか

についての実態を把握できた。またフィール

ドワークでは、宮城県で障害者への IT 支援

をおこなう NPO の協力を得て、まさに「知

の積層」が形成される現場にかかわることが

でき、貴重なデータを得ることができた。そ

の分析の一部は学術論文などによって報告

されたが、加えて各種装置を中心とした試用

感覚や、それに関連する知の在り方としてデ

ータベースの形で整理しているところであ

る。有意義なノウハウが多いが倫理的な配慮

を欠かすことができないため、CD-R・DVD
メディアとして、希望する障害当事者に限っ

て共有できるようにすることにしている。 
(2)の超高齢社会の潮流に再配置するかた

ちでの理論的な考察では、「超高齢化の先進

国」としての日本の社会的な文脈に再配置し、

「福祉社会化」と「情報社会化」の間に横た

わる課題として理論化することを本研究の

まとめとした。 
本研究の成果として、ICT のようなメディ

アは、単にテクノロジーだけでも、利用のた

めのリテラシーだけでも描くことができず、

以下のように図示される。 
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 このような連続性が存在しているからこ
そ、障害当事者は以下のような「知の積層」
を形成しうる。 

a. ディバイスをインターフェースにし、 

メディアに形を与えるフェーズ 

b. ツールの作用を受けたり、解釈したり、コ

ンテンツを作り出すフェーズ 

c. 法則・慣習・ルールを学び、使用したり、

抵抗したりするフェーズ 

d. ルール（の一部）や、新しいテクノロジー

や、利用法を作り出すフェーズ 

このように整理することで、なぜ障害当事

者にとって ICT メディアが、単なるスキルだ

けではなく、社会参加のためのリテラシーと

して積層されるべきなのかを、具体的に明ら

かにすることができた。残された課題は未だ

あるが、本研究の成果の一部が 2007 年日本

社会情報学会奨励賞を受賞するなど、一定の

成果と影響を得られたと考える。 
近年注視される少子化・人口減など、“社会

縮小”を想起させるような量的な参加者減少

だけではなく、10 年後に 25%を超える高齢

化、労働力の減少や、若者のフリーター、ニ

ート化など、質的な意味を含めた「参加減少

社会」が危惧されている。その中でたくまし

く社会に参加しようとする障害当事者の「知

の積層」は、私達の社会に次なる処方箋を提

示するだろう。これらの成果を、進行形で交

錯する福祉社会化と情報社会化に応答する、

ひとつのきっかけとして提案できたと思う。 
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